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1 款 2 項 2 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針の確認／決裁 

有（          ）・無
【 事業の目的・必要性及び令和３年度実施内容 】

　課税期間ごとに売上げに対する税額（仮受消費税）から、仕入れに含まれる税額（仮払消費税）を差し引いた額を納付する
ため、「消費税及び地方消費税」として計上します。
　なお、特定収入割合が５％を超過しているため、通常の計算方法によって算出した仕入控除税額から、一定の方法によって
計算した特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額を控除した残額を、その課税期間の仕入控除税額とする調整を行います。
（消費税法、消費税法施行規則、消費税法基本通達）

　

【 実績及び今後見込み 】

１　実績の推移 （単位：千円）

【 事業費の内訳 】

　事業費の78％（税率10％のうち7.8％相当）が「消費税」、22％（同2.2％相当）が「地方消費税」となります。

【 事業スケジュール 】

１　中間申告
毎年９月以降、11回（初回支払は３回分一括）にわたって中間申告を行います。

２　確定申告
当該年度の事業実績に基づき、毎年６月末までに確定申告を行います。

【 事業開始年度 】
平成元年度

【 根拠法令 】
消費税法・消費税法施行令・消費税法施行規則など

（ 局 － 23 ）

R２年度見込 R３年度見込
消費税及び地方消費税 2,067,036 1,982,131 1,419,198 1,274,012 1,283,342 1,260,000 1,230,000

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 R元年度実績

環境創造

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 祢冝　昌邦 丸本　美明
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0 △ 30,000

支出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 支出 令和４年度 令和５年度

増△減 △ 30,000 0 0 0 0

補助率

令和２年度 1,260,000 1,260,000
単独事業

1,230,000
補助事業

令和３年度 1,230,000 0

下水道使用料等区　分 金　額 国 県

消費税及び地方消費税

財　源　内　訳
企業債
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